



































































違反となる総会屋への利益供与事件として、1992 年総合スーパーマーケットの I 社、
1993 年ビールメーカーの K 社、1994 年老舗百貨店 T 社と相次いだ。また、1991 年に
は当時四大証券会社といわれた D 社、Ni 社、No 社、Y 社が証券取引法違反となる損
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失補てん事件を起こし、顧客の被った損失の穴埋めに業界総計で 2,164 億円 （3）の損失
補てんがあったと推計されている。さらに 1997 年、総会屋スキャンダルといわれた事
件では No 社、DK 銀行の経営者が商法、証券取引法違反で逮捕されている。政治家の
脱税事件の押収資料から 1993 年、政財界を巻き込んだ贈収賄の汚職事件もあった。贈
賄側の複数のゼネコン（総合建設業）の経営者と収賄側の大臣、県知事、市長、町長













































2007 年に食品関連では、消費期限切れの原料を使用して菓子製造をした F 社、札幌土
産の定番菓子の賞味期限を改ざんした I 社、伊勢土産の餅菓子の消費期限・賞味期限
を改ざんした A 社、S 高級料亭は総菜の消費期限・賞味期限を改ざんするなどの事件
で社会のひんしゅくを買った。また食品関連企業不祥事の象徴的事件として 2000 年の
乳業メーカー Y 社の集団食中毒事件がある。同社は事後対応のまずさなどから社名を
存続することができず他社との提携・分社化により再編された。2002 年には Y 社の子
会社 Ys 社と食肉製品メーカー N 社が農林水産省の補助金制度を悪用した牛肉偽装事
件があった。
一方、企業経営のあり方を問われる不祥事も多発した。不正会計に関しては 2004 年、
私鉄 S 社の有価証券報告書虚偽記載事件があり、2005 年、化粧品メーカー K 社の粉飾








ている。保険関連では、2005 年に生命保険会社 MY 社の保険金不当支払事件があり、







く行為とも見えた 2010 年の Ns 銀行の金融検査妨害事件、2011 年の東日本大震災に起
因した電力会社 T 社の原子力発電所放射能漏れ事件、経営ぐるみの犯行となった精密
機械メーカー O 社の損失隠し・不正粉飾決算事件。2012 年には製紙会社 D 社の創業家
会長の会社資金の私的流用事件、投資顧問会社 A 社の年金基金詐欺事件。2014 年、通
信教育事業 B 社の総計 3,504 万件の個人情報流失事件。2015 年、総合電機メーカー T
社の歴代 3 社長関与の粉飾決算事件。2016 年、自動車メーカー M 社の低燃費偽装事件、
最大手広告代理店 D 社の過労死事件。2017 年にはわが国のものづくりの信頼を揺るが
す品質データ改ざん事件が K 社を発端にメーカー各社で発覚した。同年にはさらに自
動車メーカー N 社、M 社、S 社などで完成車検査不正があった。2018 年はゼネコン大
手 4 社のリニア中央新幹線総額 9 兆円規模の建設工事で独占禁止法違反となる談合事
件があった。2019 年は建設業 D 社が戸建てと賃貸住宅 2,078 棟で耐火不備となる不正
事件、電力会社 K 社の社長や役員など 20 人が原子力発電所のある F 県 T 町の元助役























































































































2014 ・ トヨタ自動車プリウス 99 万 7 千台リ
コール届出
 ・ チケットぴあ、代金二重請求 2 万 5 千
件、3 億円




が 61 社に計 23 億 7 千万円の課徴金納
付命令


















































 ・ 大手ゼネコン 4 社、リニア中央新幹線
建設工事談合事件
 ・ 宇部興産、品質不正事件







 ・ 油圧機器メーカー KYB、免震・制振
装置の検査データ改ざん事件
 ・ 産業部材メーカー川金 HD グループ、
免震・制振装置の検査データ改ざん事
件






負債 18 億 5 千万円を日産に肩代わり
させた罪、12 億 8 千万円の損害を与え
た罪、5 億 6,300 万円の損害を与えた
罪の容疑で特別背任罪で逮捕、起訴




 ・ 大和ハウス施工住宅 2 千棟に耐火性不
備の公表
 ・ スズキ、検査不正で 200 万台リコー
ル、800 億円の特別損失の計上を発表
 ・ 関西電力の社長や役員ら 20 人が福井
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輸出・禁輸規制のための委員会。本部はパリ（仏国）に置いた。1950 年 1 月から活動し、
冷戦終結・ソ連崩壊後の 1994 年 3 月解散。
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臣
（6） 朝日新聞、2016 年 4 月 14 日付東京版朝刊
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日：2019 年 9 月 24 日）
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